
様式１頑張る地方応援プログラム都道府県名 島根県 市町村名プロジェクト名 新規・継続の区分 継続
プロジェクトの期間 　平成19年度から平成21年度 政策分野の分類（①～⑪）住民への公表の方法（ホームページアドレス等） 総事業費（単位：千円）（うちH21事業費）

2,333,768

(639,070)

147,292

(117,326)

2,481,060

(756,396)※３か年の事業費は現時点での想定であり、プロジェクト期間中に変更される場合があります。総　　　計その他特記事項
CATV整備事業 旧浜田市（未整備エリア）、旧金城町（一部エリア）、旧旭町（支所周辺）、旧弥栄村（支所周辺）にCATV網を整備する。移動通信用鉄塔整備事業 　旭町坂本地区、弥栄町笹目原地区、旭町来尾地区に、CATV網の光ファイバーを利用して、移動通信用鉄塔施設を整備する。

⑤定住促進プロジェクト　ホームページ（http://www.city.hamada.shimane.jp/machi/seido/ganbaru.html）プロジェクトを構成する具体の事業・施策名称 事業概要

浜田市　情報通信基盤整備プロジェクトプロジェクトの目的、概要及び具体的な成果目標 （目的、概要）国のe-Japan戦略以降、ブロードバンド環境の整備が加速された。しかしながら、当市は過疎地域であり採算性などの面から、民間事業者のみによる整備が困難な状況となっており、市内においても情報格差が生じている。また、市民生活に不可欠なものとなっている携帯電話についても、同様の理由から整備が進まず、利用が出来ない地区が多数存在している。これらの地区の情報格差を解消し、住民の利便性を高めるとともに、地域の情報を積極的に発信し、定住を促進するため、CATV網の整備と移動通信用鉄塔施設の整備を推進する。（具体的な成果目標）　●CATV網整備　　整備世帯数（カバー率）　・H19　1,898世帯 （88％）　・H20　1,772世帯（96％）　・H21　　700世帯（100％）　※平成20年度末時点における加入可能世帯数 22,047世帯（カバー率94％）　●移動通信用鉄塔整備　・H19　旭町坂本地区：50世帯　１基　・H21　旭町来尾地区：36世帯　１基　　・H21　弥栄町笹目原地区：33世帯１基



様式１頑張る地方応援プログラム都道府県名 島根県 市町村名プロジェクト名 新規・継続の区分 継続
プロジェクトの期間 平成19年度～平成21年度 政策分野の分類（①～⑪）住民への公表の方法（ホームページアドレス等） 総事業費（単位：千円）（うちH21事業費）

81,915

(27,305)

20,000

(20,000)

37,800

(12,600)

18,000

(6,000)

6,332,000

(811,000)

57,984

(20,154)

6,547,699
(897,059)

総　　　計その他特記事項※３か年の事業費は現時点での想定であり、プロジェクト期間中に変更される場合があります。
農道等整備事業 農業生産性の向上及び農産物流通の合理化を図るとともに、農村地域の生活環境の改善に資するための農道を整備する。弥栄自治区地域自治機能活性化支援事業 弥栄自治区内の２７自治会を７ブロックに分割し、その７ブロックに弥栄支所の職員を配置し、自治会が策定する地域活性化計画の策定と事業実施を支援する。
生産拡大緊急対策出荷奨励助成事業 安全・安心な農産物を求めて、産直市が売上を伸ばしている中、更なる生産量拡大・生産者確保を目的とし、JAきんさい市への出荷奨励事業を実施する。（H21～）林業振興事業（林業活性化事業） 造林又は森林の下刈り、枝打ち、間伐等材木の健全な成長を促進する作業のための事業を行う者に対して、その事業に要する費用の一部助成をすることにより、森林の適切な整備を図り、もって水源のかん養及び自然環境の保全に資することを目的とする。
担い手の育成･確保事業 浜田市ふるさと農業研修生制度の新設（H21～）、担い手の育成及び確保、また、担い手への農地の利用集積等を実施し、地域農業の構造改革を図る。耕作放棄地再生利用推進事業 浜田市の農用地における耕作放棄地面積約70haを解消し、安全で安心な農産物の供給や地産地消の推進を図るため、耕作放棄地の再生利用を推進する。（H21～）

⑪その他　ホームページ（http://www.city.hamada.shimane.jp/machi/seido/ganbaru.html）プロジェクトを構成する具体の事業・施策名称 事業概要

浜田市中山間地域振興プロジェクトプロジェクトの目的、概要及び具体的な成果目標
（目的、概要）中山間地域の振興を一層促進するため、地域の特性を活かした農林業の活性化を図り、地域間における利便性の高い道路網の整備を進める。また、自治会による地域活性化を支援する。①農地の利活用と環境保全に根ざした営農活動を推進浜田市ふるさと農業研修生制度の新設、担い手の育成及び確保、また、担い手への農地の利用集積等を実施し、地域農業の構造改革を図る。地域資源の核となる農地を担い手に集積し、安定した農業経営基盤を確立するとともに、集落 が共同して取り組む環境保全活動を推進する。②森林機能の保全向上に寄与する施策の展開　 森林機能については、「水土保全林」、「共生林」及び「循環利用林」に大別しており、これ   らの機能が高まるよう森林の整備を進める。③地域内道路ネットワークの整備　 地域の産業振興を図るため、支所間を短時間で連結する幹線道路の整備等利便性   の高 い道路網の整備を促進する。④自治会による地域活性化への支援   弥栄自治区において、自治会による地域活性化計画策定と事業の実施を支援する。（具体的な成果目標）担い手集積目標；農地242.7ha集積率6.58％→249.7ha集積率6.77％環境保全活動；エコファーマー　23名→150名



様式１頑張る地方応援プログラム都道府県名 島根県 市町村名プロジェクト名 新規・継続の区分 継続
プロジェクトの期間 平成19年度から平成21年度 政策分野の分類（①～⑪）住民への公表の方法（ホームページアドレス等） 総事業費（単位：千円）（うちH21事業費）

215,354

(80,809 )

11,350

(4,036 )

386,460

(134,512 )

7,446

(2,451 )

次世代育成支援事業 少子化対策に向けた子育て環境を醸成するため、「次世代育成支援計画」に基づき、延長保育事業、子育て応援隊活動、へき地保育所運営などの事業を行う。母子福祉推進事業 母子自立支援プログラム策定の職員を配置し、ひとり親家庭の自立を支援し生活の安定と向上を図る。
放課後児童クラブ設置事業 保護者が就労等により放課後や長期休業中など、不在の家庭の概ね小学校1～３年の児童を預かり、学校、家庭、地域との連携を図り、子どもたちが安全安心して活動できる環境整備及び生活の指導を行うスタッフを配置している。放課後児童居場所づくり推進事業 放課後や週末等、自由に立ち寄れる居場所を開設し、子どもの放課後や休日の過ごし方を考える。

⑪その他　ホームページ（http://www.city.hamada.shimane.jp/machi/seido/ganbaru.html）プロジェクトを構成する具体の事業・施策名称 事業概要

浜田市ふるさとで育む「笑顔いっぱい子どもたち」プロジェクトプロジェクトの目的、概要及び具体的な成果目標
（目的）　次世代を担う子どもたちが健やかに生まれ育つ環境をつくり、豊かな心の形成を図る。(概要)地域における連携のもと、子育て支援体制を整備し、子どもを対象とした各種事業を展開する。また、子どもたちにとって安全で安心な環境づくりを進める。（具体的な成果目標）(1)子育て支援　①延長保育受け入れ可能施設数　【18→25施設】　②休日保育受け入れ可能施設数　【2→2施設】　③一時特定保育受け入れ可能施設数　【22施設→25施設】　④病児及び病後児保育所設置　【１か所→２か所】(２)子どもの意識醸成　①子どもたちの地域行事や活動への参加の増加を図る。　　「比較的参加している」【３７．５％→５０％】（アンケート調査による）　②ボランティアカード発行枚数【100枚→200枚】　※ボランティア参加児童の増加(３)環境づくり、情報提供　①「声かけ事例」の発生件数【16件※18年度→0件】②「ふるさと教育事例集」の発行 【年1回】 ※事業報告をまとめ、学校、公民館等に配布する。



2,838

(756 )

28,587

(0 )

30,672

(30,672 )

6,197

(6,197 )

15,438

(4,737 )

2,413

(706 )

15,754

(5,550 )

210

(70 )

4,561

(1,323 )

6,300

(3,000 )

1,334

(440 )

生徒国際交流事業 中国（隔年で韓国）の中学生と相互交流を実施し、互いに行う相手国でのホームステイを通じて、家庭生活、文化の違いなどを体験する。また、参加した生徒だけではなく、市内全域の中学校、地域を巻き込んで事業を展開する。浜田市の特色ある体験活動や学校生活を異国の生徒とともに体験することにより、改めて、浜田市の良さを感じるきっかけとなる。地域における教育の推進事業 学校・地域が一体となった「学社融合」への取り組み。子どもの浜田市への愛着心を育て、また様々な活動を通じて地域で子どもを育む体制づくりの強化と地域教育力の向上を図る。
乳幼児医療費助成事業 　弥栄自治区の３歳未満児の乳幼児に対して、県基準に上乗せして医療費を助成する。青少年健全育成推進事業 　青少年が心身ともに健全に育つように、環境の浄化を図り、心豊かでたくましい青少年の育成を推進する。　具体的には　①小中学生の登下校時の見守りやあいさつ運動　③有害図書等の撤去活動等の非行防止活動　③スポーツ大会や体験学習等の交流事業　④その他、研修会や啓発活動など青少年の健全な育成を推進する事業
ひとり親家庭等児童入学準備金給付事業 ひとり親家庭の児童生徒の就学に際し、準備金を支給する。ファミリー・サポート・センター運営事業 共働き家庭の増加や、就業形態の多様化に伴う様々な保育ニーズへの対応を目的とする。ファミリー・サポート・センターとは、「育児の援助を受けたい人」「育児の援助を行いたい人」がお互いに会員となって、一時的に子どもを預かるシステムである。センターでは、職員が「育児の援助を受けたい会員」の申し込みに応じ、「育児の援助を行いたい会員」を紹介することによって依存の保育施設では対応できない保育を行う。また、啓発、会員への講習会,交流会を実施し援助活動の円滑化を図り事業の推進をする。
安心お産応援事業 妊婦健診公費負担の充実、一般不妊治療費助成、ママパパ学級、お産応援システム体制支援について総合的に実施することにより、安心して妊娠、出産できる環境づくりを行う。（H21～）児童館運営費 小地域を対象として児童に遊びや交流活動をとおして、自主性や社会性を身につけることが期待できる。地域全体で児童の健全育成を支援する。3歳以上就学前児童医療費助成事業 現在の乳幼児等医療費助成事業（県補助金事業）における3歳以上就学前児童の自己負担限度額を引き下げ、市単独事業として医療費を上乗せ助成する。（H21～）
地域組織活動育成事業 子どもの生活の充実、健全育成、事故防止のために活動する母親クラブ等自主グループに活動の支援を行う。地域の自主活動の活性化が期待できる。妊婦一般健康診査 妊婦一般健康診査の公費負担を2回から5回に回数を増加し、安全な出産を図る。平成21年度から、公費負担回数を14回に増加、安心お産応援事業で実施し、更なる充実を図る。



3,190

(1,143 )

11,762

(3,873 )

4,020

(1,370 )

300

(100 )

754,186

(281,745 )

総　　　計その他特記事項※３か年の事業費は現時点での想定であり、プロジェクトの期間中に変更される場合があります。
生涯学習推進事業 小学生を対象とした「はまだ子どもニュース」を毎月発行し、学校を通じて全児童に配布するとともに教育関係施設に掲出する。ホームページにも掲載する。（http://www.city.hamada.shimane.jp/manabi/kodomo/index.htm）子どもが安心して参加できる行事の情報を提供するとともに、保護者への家庭教育の啓発活動にも活用する。教育資源の発掘・保存事業 各種事業を通じて知り得た「ひと」「もの」「こと」など、多種多様な教育資源を発掘、整理する。貴重な教育資源を一部の人の財産や一過性のものにせず、「だれもが、いつでも活用できる冊子」としてまとめ保存する。
スクールコンサート事業 小中学生の心を育てる時期にプロの素晴らしい音楽に触れる機会を提供する。3年サイクルで全小中学校での実施計画を立て、小学校時代2回、中学校時代1回、自然あふれるふるさとにいながら、校舎内で、級友とともに素晴らしい演奏を共有した感動は、豊かな心を育てる。児童生徒安全対策推進事業 センターを開設して指導員を配置し、学校、警察、地域等と連携して、子どもたちの安全確保を図る。安全連絡協議会を子ども見守り隊（地域のボランティア団体）を中心に結成し、地域で子どもを見守る体制を強化する。学校ごとに児童生徒の安全体制の整備の充実に努める。地域で子どもを育む体制作りのもっとも効果の出ている取り組みである。安心、住みよいまちづくりにも貢献する。



様式１頑張る地方応援プログラム都道府県名 島根県 市町村名プロジェクト名 新規・継続の区分 継続
プロジェクトの期間 平成19年度から平成21年度 政策分野の分類（①～⑪）住民への公表の方法（ホームページアドレス等） 総事業費（単位：千円）（うちH21事業費）

21,572

(9,109)

3,000

(0)

12,000

(0)

22,280

(7,980)

58,852

(17,089)

 その他特記事項※３か年の事業費は現時点での想定であり、プロジェクトの期間中に変更される場合があります。
「ものづくりスタートアップ事業」補助金 新製品・新技術の開発、販路拡大、特許取得などを支援することにより、産業の活性化を図る。「石州瓦等利用促進事業」補助金 石州瓦産業及び地域材利用による建築関連産業の活性化で地場産業の振興を図る。
「はまだ産業振興機構」運営費 企業・事業者に対する集中的・密着的な支援を行う産業振興の牽引組織である「はまだ産業振興機構」を設立する。　※ コーディネーター１名　 　専任職員5名（市4名・民間１名）　の配置「ロシア貿易プロジェクト」推進支援 浜田港を利用したロシア向け輸出の拡大を図る。

②地場産品発掘・ブランド化プロジェクト　ホームページ（http://www.city.hamada.shimane.jp/machi/seido/ganbaru.html）プロジェクトを構成する具体の事業・施策名称 事業概要

浜田市産業振興パワーアッププロジェクトプロジェクトの目的、概要及び具体的な成果目標 （目的、概要）浜田市においては、人口減少や少子高齢化が進み、公共事業等による公的マネーの減少や地域内消費の縮小による雇用の減少、人口流出が進んでいる。こうした状況を乗り越えるために、均一的な産業振興でなく、「選択と集中」による牽引産業への重点的な支援を行う必要がある。そうした中で、策定した産業振興ビジョンに基づき、産業振興の中核を担う「はまだ産業振興機構」の設置による地場企業への支援や域外マネー獲得の可能性が高い「ロシア貿易促進プロジェクト」の推進、地場企業へのものづくりに関する開発・販路開拓等の支援、地場産業振興のための「石州瓦利用促進」の助成など、地場産品の発掘やブランド化にむけて集中的に取り組む。（具体的な成果目標）・ロシア貿易新規開始企業数　５社・新商品・新製品・新技術開発件数　２５件



様式１頑張る地方応援プログラム都道府県名 島根県 市町村名プロジェクト名 新規・継続の区分 継続
プロジェクトの期間 平成19年度～平成21年度 政策分野の分類（①～⑪）住民への公表の方法（ホームページアドレス等） 総事業費（単位：千円）（うちH21事業費）

16,729

(2,517)

899,138

(0)

915,867

(2,517)※３か年の事業費は現時点での想定であり、プロジェクトの期間中に変更される場合があります。総　　　計その他特記事項
環境整備支援事業 島根あさひ社会復帰促進センター整備・運営事業において、国、民間事業者、県、周辺自治体、経済界及び地域住民との緊密な連携・連絡調整を図る。○島根あさひ社会復帰促進センター建設促進協議会の運営補助○顧問への報酬、旅費等ハード整備 上下水道、住宅等を整備する。

⑪その他広報、説明会、諸会議ホームページ（http://www.city.hamada.shimane.jp/machi/seido/ganbaru.html）などプロジェクトを構成する具体の事業・施策名称 事業概要

浜田市矯正施設(島根あさひ社会復帰促進センター)関連プロジェクトプロジェクトの目的、概要及び具体的な成果目標 （目的、概要）平成２０年１０月、待望の開所を迎えた「島根あさひ社会復帰促進センター」整備・運営事業において、地域との共生の実現、地域活力の増大に向けて、国、民間事業者、地元経済界など関係機関と連携のうえ推進を図る。（具体的な成果目標）　・地元雇用の創出(パートを含め約340人の新規雇用）　　　 Ｈ２０．５月末現在　１７２名内定採用　　→Ｈ２１．５月末現在　２７１名内定採用


